
秋田県地球温暖化対策推進計画

平成２６年度事業等実施報告

秋田県における温暖化対策として、温室効果ガスを削減するために、「省エ

ネルギー対策」と「再生可能エネルギーの導入」を２本の柱としながら、「環

境教育の推進」「環境価値の創出とカーボンオフセットの普及」など、８つの

分野において総合的に対策を進めることとしております。

平成２６年度の主な事業等とその取組状況は次のとおりです。
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１ 排出抑制対策の推進（省エネルギー対策）

事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

県民総参加実行事 本県において温室効果ガス ・エコドライブの推進を図るため、 温暖化対策課

業 排出量の増加が著しい民生家 リーダー養成講習会や実技講習会を

【４・７に再掲】 庭部門、運輸部門等の排出量 開催しました。

を抑制するため、家庭や事業 養成講習会参加者：１５人

所における省エネ対策、エコ 実技講習会参加者：３２人

ドライブの普及などの施策を ・エコドライブ宣言事業所の登録を

加速化し、県民総参加で温室 進めました。

効果ガスの削減を図ります。 登録事業所数：延べ９５事業所

・レジ袋削減・マイバッグ推進運動

には、２２事業者５０４店舗が参加

しました。

・あきたエコ＆リサイクルフェステ

ィバルを秋田駅前で開催しました。

来場者数：約２８，０００人

・秋田県地球温暖化防止活動推進セ

ンターが実施する普及啓発や情報発

信等を支援しました。

民生家庭部門温暖 省ＣＯ２型住宅の普及によ ・住宅、建材メーカー等の出展によ 温暖化対策課

化対策事業（秋田 り住宅の温暖化対策を進める り、省ＣＯ２型住宅の魅力を伝える

版省ＣＯ２型住宅 ため、県民に対する断熱改修 ためのイベント「省エネ住宅フェス

普及事業） に係る情報提供等を行いま ティバル」を開催しました。

す。 来場者数：約９，０００人

民生家庭部門温暖 家庭における節電を推進す ・キャンペーンを夏季と冬季に実施 温暖化対策課

化対策事業（家庭 るため、楽しみながら節電に しました。

の省エネチャレン 取り組めるキャンペーンを実 参加世帯数：夏季１３４世帯

ジ事業） 施します。 冬季 ８６世帯

民生業務部門温暖 本県において温室効果ガス ・秋田県地球温暖化対策推進条例で 温暖化対策課

化対策事業 排出量の増加が著しい民生業 定める一定規模以上のエネルギーを

務部門の排出量を抑制するた 使用する特定事業所を訪問し、省エ

め、事業所等における省エネ ネに関する相談やアドバイスを実施

対策を加速化し、温室効果ガ しました。

スの削減を図ります。 訪問事業所数：６１

温暖化対策人材育 温暖化対策等の普及啓発活 ・県内各地で省エネなどの環境保全 温暖化対策課

成支援事業 動を行う人材を育成し、地域 活動を実践している地球温暖化防止

【７に再掲】 における環境活動の推進を図 活動推進員等の育成を図りました。

ります。 情報交換会：８回、

視察研修：３回、セミナー：１回、

情報紙発行：３回

あきた安全安心住 家庭における太陽光発電シ ・一般家庭や共同住宅における太陽 温暖化対策課

まい推進事業（省 ステムの設置を支援すること 光発電システムの設置に対して補助

エネ・新エネ推 により、民生家庭部門からの を行いました。

進） 温室効果ガスの排出を抑制 補助件数：４８４件

【３に再掲】 し、地球温暖化対策の推進を

図ります。

秋田県庁環境保全 県庁の事務事業における電 ・電気や燃料使用量の削減などの省 環境管理課

率先実行計画（第 気や燃料等の削減について数 エネルギー対策や、グリーン購入な

三期）※ 値目標を定め、環境負荷の低 どに取り組みました。

減に取り組みます。
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事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

農地管理技術の検 農地は炭素吸収源として期 ・農地ほ場の定点調査として農家ほ 農林政策課

証及び農地管理実 待されるため、農地土壌の炭 場の土壌炭素、窒素の含有量を調査 （農業試験場）

態調査 素蓄積管理方法を確立しま しました。

す。 ・基準点調査として農業試験場ほ場

で施肥及び土壌管理方法の違いが土

壌炭素蓄積に与える影響を調査しま

した。

燃料価格高騰緊急 施設園芸について、省エネ ・ＪＡ秋田ふるさとが、省エネルギ 園芸振興課

対策 設備の転換を図り、燃料価格 ー推進計画を策定し、生産管理のチ

に左右されにくい農業経営を ェックや省エネ設備の導入により、

推進します。 燃料（灯油）の使用料削減に取り組

みました。

ＥＶバス技術力向 路線バスの電動化改造(Ｅ ・通年営業運行（平日、１日１便） 地域産業振興課

上事業 Ｖ化)と営業路線での実証運 を実施しました。

【５に再掲】 行を通じ、県内企業の技術力 ・更なる機能の改善・改良として、

の向上を図るとともに、ＥＶ 県内企業の負極材を使用した Li-ion
バスの運行を含めた知見やノ 電池への換装を行いました。

ウハウを蓄積することによっ ・参画企業の事業化展開に繋がるよ

て、関連分野への参入を目指 う、「ＥＶ／ＨＥＶ駆動システム技

します。また、ＥＶバスの利 術展」（東京ビックサイト）に出展

用を通じ環境負荷の少ない社 しました。

会づくりに取り組みます。 ブースへの来場者：約８００名

・ＥＳＴ交通環境大賞の奨励賞を受

賞。県内企業及び関係機関が連携し

て営業路線でＥＶバスが実運行して

いることが高く評価されました。

次世代自動車普及 次世代自動車に関連する県 ・エコカーの普及啓発のため、「あ 地域産業振興課

事業 内産業の振興のため、電気自 きたエコカーフェスティバル２０１

【５に再掲】 動車（EV）やプラグインハイ ４」を開催しました。

ブリッド車（PHV）の普及を ・充電インフラの充実のため、県庁

進めるとともに、普及の基盤 第二庁舎に電気自動車用急速充電器

となる充電インフラ網の整備 を設置しました。

を促進します。

あきた安全安心住 住宅投資による県内経済の ・住宅の増改築・リフォームの工事 建築住宅課

まい推進事業（住 活性化を図るとともに、既存 で、県内に本店を有する建設業者等

宅リフォーム推進 住宅の耐久性・耐震性向上、 が施工する工事の、補助対象工事費

事業） 省エネ・省ＣＯ２対策など、 の１０％（上限１５万円）を補助し

住宅のリフォーム等により、 ました。

県民が安全・安心で快適な生 実績戸数：９，６６８戸

活が営めるよう支援します。

県有建築物エスコ 「県有建築物の最適管理に ・秋田ふるさと村、県立総合プール 財産活用課

推進事業 関する実施計画」におけるエ は省エネルギーサービス運用継続中

ネルギー使用の適正化を図る であり、県庁第二庁舎は 4 月から運
と共にエネルギー使用全体量 用を開始しました。

削減策の一手法として、エス

コ事業の導入を推進します。

県有建築物エネル 省エネ法特定事業者として ・県有施設のエネルギー使用状況に 財産活用課

ギー管理事業 の責務を果たすため、県有建 ついて把握し、省エネルギーに向け

築物におけるエネルギー使用 た中長期計画を見直すとともに、Ｌ

状況の把握、中長期計画の立 ＥＤ照明整備等の投資回収効果の高

案、省エネルギー方策の実施、 い省エネ改修を実施しました。また、

効果検証及び方策の修正を一 管理標準の周知を図りました。

連のＰＤＣＡサイクルとして

実行します。
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事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

交通安全施設の整 交通信号機の信号灯器を電 ・車両用灯器４４２灯、歩行者用灯 県警本部

備事業 球式からＬＥＤ式（発光ダイ 器７３３灯について更新等の整備を 交通規制課

【５に再掲】 オード）へ計画的に更新し、 行いました。

視認性の向上及び地球温暖化

対策としての消費電力の削減

を図ります。

※ 秋田県庁環境保全率先実行計画（第三期）

地球温暖化対策推進法２０条の３第１項に基づく県の実行計画として位置づけ、秋田県

庁の事務事業における電気や燃料等の削減について数値目標を定め、環境負荷の低減に取

り組みます。削減目標は、平成２２年度の実績を基準として、目標年度（平成２８年度）

に電気使用量を７．５％、燃料使用量を２．５％削減としています。

２ 排出抑制対策の推進（代替フロン等対策）

事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

フロン類適正処理 温室効果ガスとして地球温 ・フロン類回収業者の登録（３６事 環境管理課

対策事業 暖化を進行させる働きがある 業者）やフロン類回収業者等の指導

フロン類の適切な回収・破壊 監督及び立入検査（２２件）を行い

を推進します。 ました。

３ 再生可能エネルギー等の導入の推進

事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

新エネルギー利用 新エネルギーの導入を図る ・「低温熱の利活用」、「新エネルギ 温暖化対策課

普及事業 ため、最新の情報や導入事例 ーの導入による自治活動の支援」を

等について情報提供するセミ テーマにセミナーを２回開催しまし

ナーや研究会を開催します。 た。

参加者数：１００人

再生可能エネルギ 災害時において自立的にエ ・県や市町村などの防災拠点等に、 温暖化対策課

ー等導入推進臨時 ネルギーを供給できる地域づ 太陽光発電設備等を導入しました。

対策事業 くりを進めるため、防災拠点 県 有 施 設 ：３０箇所

や避難所等への再生可能エネ 市町村有施設：２１５箇所

ルギー及び蓄電池等の導入を

支援します。

あきた安全安心住 家庭における太陽光発電シ ・一般家庭や共同住宅における太陽 温暖化対策課

まい推進事業（省 ステムの設置を支援すること 光発電システムの設置に対して補助

エネ・新エネ推 により、民生家庭部門からの を行いました。

進） 温室効果ガスの排出を抑制 補助件数：４８４件

【１に再掲】 し、地球温暖化対策の推進を

図ります。

バイオエタノール 総合食品研究センターにお ・循環型・低炭素社会の構築を目指 秋田うまいもの

の製造技術の研究 いて、バイオマスをバイオエ したバイオリファイナリー製品の製 販売課（総合

開発 タノールに変換する研究を行 造技術の開発や、企業・大学との共 食品研究セン

【８に再掲】 います。 同研究等による実用化の推進を行っ ター）

ています。
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事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

キク電照栽培に用 太陽光パネルの発電量の時 ・キクの品質を確保できる電照栽培 農林政策課

いる太陽光発電装 間的、季節的変化を調査し、 手法を検討するとともに、実証ほ場 （農業試験場）

置の効率的利用方 発光ダイオードと太陽光パネ を設けて実用性を調査しました。

法の確立 ルを用いたキク電照栽培の実

証を行い、省エネ栽培体系を

構築します。

農業水利施設小水 小水力発電による新エネル ・農業水利施設を利用した小水力発 農山村振興課

力発電可能性調査 ギーの導入を促進するため、 電による新エネルギー導入を図るた

事業 県内の農業水利施設が有する め、可能性調査を実施するとともに、

発電量の把握と実現の可能性 ２５年度に事業化調査を行った５地

を検討し、市町村や土地改良 区のうち２地区について施設の詳細

区での活用や民間等の参入に 設計を実施しました。

向けた取組を推進します。

農業水利施設活用 農業水利施設を活用した小 ・詳細設計を実施した後、１地区に 農山村振興課

小水力発電施設整 水力発電による再生可能エネ ついて小水力発電施設の整備を実施

備事業 ルギーを導入し、土地改良施 しました。

設等の維持管理費の節減を図

るとともに、その効果を広く

周知することで、県内におけ

る小水力発電の普及を促進し

ます。

木質バイオマス利 ・未利用低質材の利用拡大の ・セミナ－、講演会を開催しました。 林業木材産業課

用拡大促進事業 ため、木質バイオマス熱利用 ・木質ペレットストーブの導入を支

【６に再掲】 についての利用促進、普及啓 援しました。

発、ペレットストーブの導入 補助件数：１００件

支援を行い、地域の機運醸成

を図ります。

再生可能エネルギ 再生可能エネルギーの発電 ・新事業展開資金（再生可能エネル 産業政策課

ー発電事業者への 事業者を創出・育成するた ギー導入支援資金）３件、新事業展

資金支援 め、環境アセスメント等に係 開資金（再生可能エネルギー設備資

る運転資金及び設備導入にお 金）８件、企業立地促進資金（再生

ける資金を支援します。 可能エネルギー関連）１件の融資を

行いました。

新エネルギー産業 本県の多様で豊富な再生可 ・新エネルギー関連分野進出企業等 資源エネルギー

創出・育成事業 能エネルギーのポテンシャル １７０社余を対象に、ヒアリング・ 産業課

を活かしながら、本県産業の アンケート調査を実施するととも

一翼を担う分野として期待さ に、技術指導や企業間連携等を必要

れる新エネルギー産業等への としている企業に対し、コーディネ

進出を支援します。 ーターにより支援を行いました。

・風力等による発電事業の県内展開

を支援し、経済効果を県内に還元す

るため、風力事業者等育成研修会を

３回開催したほか、風力発電等専門

アドバイザーの派遣（２件）を行い

ました。また、風況調査に対する補

助金（継続１件、新規２件）を交付

しました。

・再生可能エネルギー発電事業者が

施設整備のため借り入れる制度融資

資金の利払いについて、利子補給金

を交付しました（風力発電事業２

社）。
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事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

沖合洋上風力発電 本県沖における洋上風力発 ・漁業関係者等の海域利用者へのヒ 資源エネルギー

導入促進事業 電の早期事業化に向け、実現 アリングを元に、本県沖における洋 産業課

可能性が高い候補海域や具体 上風力発電の「候補海域」約３５１

的な導入モデル等の調査・検 ｋ㎡と、「事業化にあたり精査が必

討を行います。 要な項目」を整理しました。

・秋田港と能代港及びその沖合にお

いて、合計４０万ｋＷの洋上風力発

電所を設置する場合の事業費（建設

・撤去段階及び運転・保守段階の直

接投資額）を算出し、それに伴う国

内及び県内への経済波及・雇用創出

効果を試算しました。

成瀬発電所建設事 未利用再生可能エネルギー ・成瀬ダム建設事業の共同事業者と 公営企業課

業 を有効活用するため、国土交 して、国土交通省に対し、特定多目

通省の成瀬ダム建設事業に共 的ダム法第７条に規定されるダム負

同参画し、最大出力３,９００ 担金の支出を行いました。

kW の水力発電所を建設しま

す。

発電所準備調査事 未利用包蔵水力を有効活用 ・玉川ダム上流部にある濁沢地点に 公営企業課

業 するため、水力発電所建設の おいて、濁沢発電所（仮称）建設に

可能性調査を行います。また、 ついて予備設計業務委託を行いまし

既存発電所の大規模改良の適 た。
否並びに能力増強について比

較検討調査を行います。

早口発電所大規模 運転開始から４０年を迎え ・水車発電機等更新工事の発注を行 公営企業課

改良事業 発電機の絶縁耐力低下や、水 いました。

路工作物の漏水等による老朽

化が著しいことから、発電設

備の全面更新を実施するとと

もに、発電能力の増強を図り、

併せて固定価格買取制度の適

用により整備を進めます。
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４ 循環型社会の形成（廃棄物の発生抑制等）

事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

県民総参加実行事 本県において温室効果ガス ・レジ袋削減・マイバッグ推進運動 温暖化対策課

業 排出量の増加が著しい民生家 には、２２事業者５０４店舗が参加

【１・７に再掲】 庭部門、運輸部門等の排出量 しました。

を抑制するため、家庭や事業 ・あきたエコ＆リサイクルフェステ

所における省エネ対策、エコ ィバルを秋田駅前で開催しました。

ドライブの普及などの施策を 来場者数：約２８，０００人

加速化し、県民総参加で温室 ・秋田県地球温暖化防止活動推進セ

効果ガスの削減を図ります。 ンターが実施する普及啓発や情報発

信等を支援しました。

環境産業活性化推 県内のリサイクル関連産業 ・リサイクル製品の認定審査会や製 環境管理課

進事業 の育成、資源の循環的利用、 品紹介パンフレット配布、各種イベ

廃棄物の減量化を図るため、 ントでの認定製品の展示ＰＲを行い

秋田発のリサイクル製品を知 ました。

事が認定し、その利用を推進 ・秋田発のリサイクル製品を県及び

することで循環型社会の構築 市町村の工事にモデル的に使用する

を目指します。 ことで、事業者への施工機会の提供、

県民に対してのＰＲを図りました

（普及モデル事業２箇所で実施、３

市に助成）。

廃棄物ダイエット 県民、事業者、行政等がそ ・地域振興局福祉環境部に設置して 環境整備課

推進事業 れぞれの役割分担のもとに協 いる「地域ごみゼロあきた推進会議」

力しながら、廃棄物の３Ｒ（発 において、「食品ロス」の発生を減

生抑制、再使用、再生利用） らす取組を実施するなど地域の実情

と適正処理を推進します。 にあった啓発活動を行いました。

・ごみゼロあきたハンドブックを改

定し、関係機関に配付しました。

廃食用油回収シス 市町村・民間団体等とＢＤ ・県内で行われている廃食用油回収 環境整備課

テム普及促進事業 Ｆ（バイオディーゼルエンジ の取組について、現地調査（２か所）

ン用燃料）製造事業者が連携 を行い、フォローアップを実施しま

し、地域の廃食用油を回収・ した。

リサイクルして利用する取組

において、効率的な回収や適

正なリサイクルを推進しま

す。

海岸漂着物等発生 県民、民間団体、行政等が ・海岸漂着物の発生抑制及びクリー 環境整備課

抑制事業 それぞれの役割分担のもとに ンアップ活動への参加を促すポスタ

協力しながら海岸漂着物の発 ー、チラシの作成・配布やテレビＣ

生抑制に努めることにより、 Ｍを民放３社で放映しました。

海洋環境の保全を図ります。 ・海岸漂着物の回収体験イベントを

実施し、海岸漂着物の発生抑制の必

要性を県民にＰＲしました。

不法投棄未然防止 県民、民間団体、行政等が ・県内８地域、４５カ所で不法投棄 環境整備課

啓発活動事業 一体となって不法投棄廃棄物 廃棄物の撤去を行いました。

の撤去活動を行い、不法投棄 参加者数：６４１人

の現状についての意識啓発を

行うことにより、不法投棄の

未然防止を図ります。
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事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

日本型直接支払交 農業者等が化学肥料・化学 ・地球温暖化防止に効果が高いカバ 水田総合利用課

付金事業（環境保 合成農薬を慣行栽培の５割以 ークロップ、堆肥の施用等の取組（６

全型） 上低減させ、かつ地球温暖化 ２７ ha）や、生物多様性保全に効果
防止や生物多様性保全に効果 が高い有機農業、冬期湛水の取組（７

が高い営農の取組を行った場 ４８ ha）に対し支援を行いました。
合、取組面積に応じて支援を

行います。

環境にやさしい農 環境に配慮した農業の推進 ・環境保全型農業（有機農業・特別 水田総合利用課

業総合推進事業 方針を定めるとともに、エコ 栽培農産物）、エコファーマー制度

ファーマー認定数向上や、有 の推進を図りました。

機農業の取組等を通じた環境 ・農業生産工程管理（ＧＡＰ）の推

保全型農業の拡大を図りま 進や指導者の研修を行いました。

す。さらに、秋田県版ＧＡＰ

の普及により、農作物の安全

性の向上や環境負荷の少ない

農業の実践を推進します。

木材産業振興臨時 県産材の需要拡大を図るた ・八郎潟町他１９施設に対して助成 林業木材産業課

対策事業（木造公 め、先導的なモデルを用いた しました。

共施設等整備事 施設や地域内での交流が大き

業） く見込めるような施設などの

【６に再掲】 公共建築物の木造化、木質化

に要する経費に対して助成し

ます。

秋田安全安心住ま 県産材の需要拡大を図るた ・２９４戸に対して助成しました。 林業木材産業課

い推進事業（「秋 め、乾燥材や品質・性能の確

田スギの家」づく かな県産材を使用した木造住

り普及推進） 宅の建築に対して助成しま

【６に再掲】 す。

環境調和型産業創 全県域を対象として、環境 ・環境調和型産業集積推進計画につ 資源エネルギー

出育成事業 調和型産業集積推進計画に基 いて、市町村・振興局を対象に情報 産業課

づいて環境調和型産業の創出 提供及び情報収集するとともにコン

・育成を図り、廃棄物等の未 センサスを形成し、関連企業の支援

利用資源の有効活用や事業化 等を行うため「環境・リサイクル産

への支援・普及事業を実施し 業推進調整会議」を行いました。

ます。 ・今後、廃棄量の増加が予想される

液晶パネルや太陽光発電パネル、使

用済小型家電等に含まれるガラスや

廃プラスチックといった副産物のリ

サイクル率向上のため、リサイクル

事業者と排出者のマッチングを行い

ました。

・石炭火力発電所や石炭の自家発電

施設から大量に発生する石炭灰の有

効な利用方法、事業化の可能性等に

ついて調査、検討を行いました。

・現状において廃棄物として処分さ

れているプラスチック製品の新たな

回収・リサイクルシステムを構築す

るため、プラスチックごみの一括回

収実証試験により、課題の抽出や経

済効果の検証、継続性の可否の検討

等を行いました。
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事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

環境調和型産業集 リサイクル産業など環境調 ・施設整備３件に対し補助金を交付 資源エネルギー

積支援事業（３Ｒ 和型産業の創出・育成によ しました。 産業課

推進枠） り、地球環境の保全と地域経

済の活性化を目的に、産業廃

棄物の発生抑制・減量化・再

生利用および適正処理の促進

を支援するため、補助金の交

付等の支援を行います。

がんばる中小企業 成長が期待される環境・リサ ・認定件数１件、補助金交付件数０ 資源エネルギー

応援事業（企業立 イクル産業、省エネルギー・ 件でした。 産業課

地・雇用増加型） 新エネルギー関連産業及び資

「環境・エネルギ 源素材型産業の立地を促進す

ー型、資源素材型 るため、雇用創出を伴う設備

企業」 投資を行う中小企業に対し、

設備投資及び雇用奨励費を助

成し、雇用の拡大及び本県経

済の活性化を図ります。

あきた企業立地促 成長が期待される環境・リ ・４件の補助金を交付しました。 資源エネルギー

進助成事業補助金 サイクル産業、省エネルギー （施設整備１件、人件費３件） 産業課

「環境・エネルギ ・新エネルギー関連産業及び

ー型、資源素材型」 資源素材型産業の立地を促進

するため、設備投資及び雇用

奨励費を助成し、雇用の拡大

及び経済の活性化を図りま

す。

レアメタル等リサ 平成２３年１２月に指定を ・市町村に対し使用済小型家電等リ 資源エネルギー

イクル資源特区推 受けた「レアメタル等リサイ サイクルへの参加を促すため「レア 産業課

進事業 クル資源特区」事業を推進す メタル等リサイクル資源特区推進連

るため、リサイクルに関する 絡会議」を開催しました。

処理コストの低減や物流の確 ・リサイクル制度の周知や県内にお

保などにより、レアメタル等 ける環境・リサイクル産業のＰＲを

資源の集約、供給基地の形成 するため、「あきた資源・環境展

を促進します。 2014」を開催しました。
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５ 環境に配慮した交通の推進

事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

美の国あきたエコ 秋田県内において自動車交 ・環境対策車（ハイブリッド車）導 交通政策課

交通キャンペーン 通におけるＣＯ２排出量の割 入の普及・啓発（低公害車の購入、

合が全国平均に比べて高く、 ＥＭＳ（デジタコ）、エコタイヤ、

排出量の伸びも大きくなって 蓄熱マットの取り付けに対する支援

いることから、エコ交通に関 等）を行いました。

する普及啓発と実践により、 ・インターネット等によりエコ交通

公共交通機関の利活用と県内 の日（ノーマイカーデー）の周知を

の自動車交通における地球温 図りました。

暖化対策の推進を図ります。 ・省エネ安全運転講習会等を開催

し、エコドライブを推進しました。

マイタウン・バス 廃止代替路線等を市町村が ・市町村の低床小型車両購入に対し 交通政策課

運行費等補助 運営する場合に運行費等を支 て補助しました。

援します。 補助件数：１件

ＥＶバス技術力向 路線バスの電動化改造(Ｅ ・通年営業運行（平日、１日１便） 地域産業振興課

上事業 Ｖ化)と営業路線での実証運 を実施しました。

【１に再掲】 行を通じ、県内企業の技術力 ・更なる機能の改善・改良として、

の向上を図るとともに、ＥＶ 県内企業の負極材を使用した Li-ion
バスの運行を含めた知見やノ 電池への換装を行いました。

ウハウを蓄積することによっ ・参画企業の事業化展開に繋がるよ

て、関連分野への参入を目指 う、「ＥＶ／ＨＥＶ駆動システム技

します。また、ＥＶバスの利 術展」（東京ビックサイト）に出展

用を通じ環境負荷の少ない社 しました。

会づくりに取り組みます。 ブースへの来場者：約８００名

・ＥＳＴ交通環境大賞の奨励賞を受

賞。県内企業及び関係機関が連携し

て営業路線でＥＶバスが実運行して

いることが高く評価されました。

次世代自動車普及 次世代自動車に関連する県 ・エコカーの普及啓発のため、「あ 地域産業振興課

事業 内産業の振興のため、電気自 きたエコカーフェスティバル２０１

【１に再掲】 動車（EV）やプラグインハイ ４」を開催しました。

ブリッド車（PHV）の普及を ・充電インフラの充実のため、県庁

進めるとともに、普及の基盤 第二庁舎に電気自動車用急速充電器

となる充電インフラ網の整備 を設置しました。

を促進します。

交通安全施設の整 交通信号機の信号灯器を電 ・車両用灯器４４２灯、歩行者用灯 県警本部

備事業 球式からＬＥＤ式（発光ダイ 器７３３灯について更新等の整備を 交通規制課

【１に再掲】 オード）へ計画的に更新し、 行いました。

視認性の向上及び地球温暖化

対策としての消費電力の削減

を図ります。



- 10 -

６ 森林の保全・整備による二酸化炭素吸収促進

事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

木質バイオマス利 ・未利用低質材の利用拡大の ・セミナ－、講演会を開催しました。 林業木材産業課

用拡大促進事業 ため、木質バイオマス熱利用 ・木質ペレットストーブの導入に支

【３に再掲】 についての利用促進、普及啓 援しました。

発、ペレットストーブの導入 補助件数：１００件

支援を行い、地域の機運醸成

を図ります。

木材産業振興臨時 県産材の需要拡大を図るた ・八郎潟町他１９施設に対して助成 林業木材産業課

対策事業（木造公 め、先導的なモデルを用いた しました。

共施設等整備事 施設や地域内での交流が大き

業） く見込めるような施設などの

【４に再掲】 公共建築物の木造化、木質化

に要する経費に対して助成し

ます。

秋田安全安心住ま 県産材の需要拡大を図るた ・２９４戸に対して助成しました。 林業木材産業課

い推進事業（「秋 め、乾燥材や品質・性能の確

田スギの家」づく かな県産材を使用した木造住

り普及推進） 宅の建築に対して助成しま

【４に再掲】 す。

造林関係補助事業 地球温暖化防止対策、生物 ・植栽、下刈、間伐等の森林施業 林業木材産業課

多様性の保全等、地球環境保 （８，５４９ ha）に対する補助を行
全の面からも森林の重要性が いました。

認識されており、市町村や森

林組合等が行う植栽や間伐等

の森林施業に対し補助し、森

林の持つ多面的な機能が十分

発揮できる森林を育成しま

す。

森林整備による 国が管理するオフセットク ・J －クレジット制度の普及啓発を 森林整備課

ＣＯ２削減対策推 レジット制度を活用した森づ 図るため、パネル及びパンフレット

進事業 くりを推進するため、県営林 を作成し、森林・林業関係のイベン

【８に再掲】 経営事業の間伐の一部を対象 トで掲示及び配布をしました。

にモデル事業を実施し、制度

の普及、情報提供に努めます。

治山事業（森林整 国土の保全、水源のかん養、 ・治山施設９２箇所の整備等を行い 森林整備課

備保全事業計画） 生活環境の保全等の森林のも ました。

つ公益的機能の確保が特に必

要な保安林等において、国及

び都道府県による治山施設の

設置や機能の低下した森林の

整備等を推進します。

森林病害虫防除対 森林資源として松林を保護 ・松くい被害木の駆除（９，３７６ 森林整備課

策事業 し、その有する機能（二酸化 ｍ3）、薬剤散布（１，１７３ ha）及
炭素吸収）を確保するため、 び樹幹注入（２，２５２本）を行い

松くい虫防除及びナラ枯れ防 ました。

除を行います。 ・ナラ枯れ被害木の駆除（５９２

ｍ3）及び樹幹注入（１，０１５本）

を行いました。
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事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

秋田県水と緑の森 地球温暖化の防止、県土の ・針広混交林化（誘導伐２５７ ha）、 森林整備課

づくり事業 保全、水源のかん養等の公益 枯れ松・ナラ林の健全化（伐採等５

的機能を有し、全ての県民が ９４ ha）、広葉樹再生（下刈５箇所）、
その恩恵を受けている森林を ふれあいの森整備（整備１４箇所）

健全に守り育て、次代に引き の事業を行いました。

継いでいくことを目的とし

て、森林環境や公益性を重視

した森づくりを推進します。

学校緑化推進事業 緑を愛する豊かな人間性の ・学校環境緑化の部２５校（小学校 教育庁

（学校関係緑化コ 育成等を目的として、学校関 １４校、中学校６校、県立校５校）、 義務教育課

ンクール） 係緑化コンクールを実施し、 学校林等活動の部４校（小学校３校、

「学校環境緑化の部」「学校 中学校１校）から応募がありました。

林等活動の部」の２部門で審 ・全日本学校関係緑化コンクールの

査・表彰を行います。 学校環境緑化の部に北秋田市立鷹巣

南中学校、学校林等活動の部に八峰

町立水沢小学校を推薦しました。

７ 環境教育・学習の推進

事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

県民総参加実行事 本県において温室効果ガス ・エコドライブの推進を図るため、 温暖化対策課

業 排出量の増加が著しい民生家 リーダー養成講習会や実技講習会を

【１・４に再掲】 庭部門、運輸部門等の排出量 開催しました。

を抑制するため、家庭や事業 養成講習会参加者：１５人

所における省エネ対策、エコ 実技講習会参加者：３２人

ドライブの普及などの施策を ・エコドライブ宣言事業所の登録を

加速化し、県民総参加で温室 進めました。

効果ガスの削減を図ります。 登録事業所数：延べ９５事業所

・レジ袋削減・マイバッグ推進運動

には、２２事業者５０４店舗が参加

しました。

・あきたエコ＆リサイクルフェステ

ィバルを秋田駅前で開催しました。

来場者数：約２８，０００人

・秋田県地球温暖化防止活動推進セ

ンターが実施する普及啓発や情報発

信等を支援しました。

温暖化対策人材育 温暖化対策等の普及啓発活 ・県内各地で省エネなどの環境保全 温暖化対策課

成支援事業 動を行う人材を育成し、地域 活動を実践している地球温暖化防止

【１に再掲】 における環境活動の推進を図 活動推進員等の育成を図りました。

ります。 情報交換会：８回、

視察研修：３回、セミナー：１回、

情報紙発行：３回

地球温暖化対策推 県地球温暖化対策推進計画 ・家庭から排出されるＣＯ２の削減 温暖化対策課

進計画等広報啓発 に基づく施策を推進するた に繋がる取組を掲載した省エネチェ

事業 め、広報・啓発を行います。 ックシート及び地球温暖化に関する

パンフレットを作成・配布しまし

た。
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事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

あきたエコ教育推 県民が環境全般について学 ・環境あきた県民塾を県内１カ所で 環境管理課

進事業 習する場として「環境あきた 開講し、９講座を実施しました。

県民塾」を開講し、あきたエ ・県内３地区のあきたエコマイスタ

コマイスターを育成し活動を ー協議会の自主活動（２６回）を支

支援するとともに、こどもエ 援しました。

コクラブや学校への支援を行 ・こどもエコクラブの活動支援や環

います。また、講師派遣や情 境副読本の配布を行いました。

報提供などにより、県民の環 ・学校や地域の学習会等への「環境

境保全に関する理解や自主的 の達人」派遣を行いました（５０回）。

な行動の促進を図ります。 ・環境活動ニュースレターを３回発

行しました。

環境大賞表彰事業 環境保全に関する実践活動 ・個人又は団体が秋田県内で実践し 環境管理課

が他の模範となる個人又は団 ている環境保全全般に関する活動事

体を表彰し、その活動事例を 例を募集対象とし、５つの部門に分

広く県民に紹介することによ けて表彰を行いました。

り、県民の環境保全に関する

自主的な取組を促進します。

８ 環境価値の創出とカーボンオフセットの普及

事業名 事業内容 Ｈ26事業実施状況 担当課

森林整備による 国が管理するオフセットク ・J －クレジット制度の普及啓発を 森林整備課

ＣＯ２削減対策推 レジット制度を活用した森づ 図るため、パネル及びパンフレット

進事業 くりを推進するため、県営林 を作成し、森林・林業関係のイベン

【６に再掲】 経営事業の間伐の一部を対象 トで掲示及び配布をしました。

にモデル事業を実施し、制度

の普及、情報提供に努めます。

バイオエタノール 総合食品研究センターにお ・循環型・低炭素社会の構築を目指 秋田うまいもの

の製造技術の研究 いて、バイオマスをバイオエ したバイオリファイナリー製品の製 販売課（総合

開発 タノールに変換する研究を行 造技術の開発や、企業・大学との共 食品研究セン

【３に再掲】 います。 同研究等による実用化の推進を行っ ター）

ています。


